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ABSTRACT Angle brace is one of the important compon巴ntsfor resisting巴arthquake

in low"rise steel structure building. However， some fractures a t the pre"1981 bolted 

connection have been observed even in the recent earthquake. Seismic retrofitting 

method for the巴xistingbrace conn巴ctionshould be developed with not only effective 

but also easy applications. In this pap日r，bolted seismic retrofitting method is proposed 

and experim巴ntswere carried out to investigate its ultimate strength. From the test 

results， evaluation method for ultimate str巴ngthwas established with the critical section 

change due to the position of the reinforcement 
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2.補強概要

これまでに隅肉溶接の付加による補強3)において、

突出脚側に溶接補強を行うことで十分な耐力上昇(補

強効果)が得られることが分かっている。しかし、溶 図2 接合部各部の名称の定義
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1. はじめに

屋内運動場のような低層建築物は、災害時に避難

所として使用されるため、高い耐震性能を確保する

必要がある。筋かいは主要な耐震要素の一つであり、

特に山形鋼筋かいはこの種の建築物に広く使用され

ている。筋かいの耐震性能を確保するためには軸部

降伏耐力を発揮するまで接合部を破断させない保有

耐力接合を施す必要がある九しかし、新耐震設計法

以前の山形鋼筋かいは無効突出脚部分を有効断面積

に算入しているため、接合部の耐力が不足しており、

近年の地震被害調査では山形鋼筋かい端接合部の破

断被害が多く報告されている九したがって、耐震補

強の早急な実施普及が必要であり、その促進には簡

便かっ効果的な補強方法が求められている。

スベーサー
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図1 提案する補強方法
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反カ床 正面 側面

図3 セットアップ

表 1 材料試験結果

SS400 
67 

使用試験片:JIS-5号試験片

ベ 降伏点 0;，引張強さ，双:降伏比， ι:破断伸び

5u 

[%] 

36 

45 

戸円

(のI期試験体

ガセッ トプレート

F9 (SS400) 

(b) II期試験体

図4 試験体の概要

接補強は火気の使用による危険性に加え、施工品質 ドセルにより計測した。また、接合部変形δは、反

の確保が難しいといった問題がある。木研究では溶 力床から接合部とガセットプレートの絶対変位を計

接を使用せずに、高力ボルト接合のみを用いた乾式 測し、両者の差分から算出した。

の補強方法を提案し、その効果と設計法を検討する。 3.2 試験体

本研究で提案する2種類の補強法を図1に、接合部

各部の名称の定義を図2に示す。図1(a)に示す並列

タイプは、補強材と既存材の突出脚側を接合するこ

とで突出脚の拘束による有効突出脚部の増大を図る

とともに、突出脚部から補強材に応力を伝達するこ

とで既存材の応力負担を低減して耐力上昇を図る。

図1(b)に示す背合わせタイプは、文献4)を援用し、既

存材の背面にスベーサーを介して補強材を取り付け

て2面摩擦とする。こちらも背面から補強材に応力

を伝達することで既存材の応力負担を低減して耐力

上昇を図る。本論では、まず並列タイプの補強方法

を対象とした実験を行い、その効果を把握するとと

もに耐力評価法を構築する。

試験体の概要を図4に、 山形鋼とガセットプレー

トの 1IS-5号試験片による材料試験結果を表1に示

す。なお、試験体は形状の違いと実施時期の違いに

より I期と H期に大別される。

試験体は山形鋼(L75x6)の両立崩部にガセットプレー

ト(SS400t=9)を高力ボルト摩擦接合したもので、ボ

ルトはナット回転法によって締め付け、摩擦面は黒

皮のままとした。また、いずれの試験体も補強材と

既存材には同一ロットの山形鋼を使用している。接

合部のボルトピッチは60=とし、端あき距離εは

3仇nmを基本とし、 II75-2シリーズのみ4伽nmとした。

また、 I期はガセットプレー ト聞の距離を300=、下

部接合部を試験対象とし、 H期は補強材聞の距離を

300=、上下部接合部をともに試験対象とした。な

3. 実験計画 お、 I期の試験対象としない上部接合部は、高力ボル

3.1 載荷計画 トを2本用いてガセットプレートと接合し、全周に

試験体のセットアップを図3に示す。試験体はブ 隅肉溶接を施すことで保有耐力接合を満たすように

レース材軸方向を縦向きに設置し、試験機とは上部 設計した九 ただし、溶接は高力ボルトの締め付け

治具と下部治具を介して接続する。載荷は試験体の を行った後に施工している。

上部に引張力を与える単調載荷とし、接合部に破断 3.3 試験体の選定

が確認できるまで、載荷を行った。 次に、試験体の選定方法について説明する。無補

載荷中、荷重Pはオー トグラフに内蔵されたロー 強山形鋼における有効断面を図5に示し、補強後の
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有効断面を図6に示す。一般に山形鋼には図5に示す

ように突出脚に耐力算定上の無効部分(無効突出脚

部)が生 じる。これに対して、本補強では突出脚に連

結ボルトを介して補強材を取り付けるため、連結ボ

ルト孔による有効断面Aと、連結ボルト孔と既存ボ

ルト孔による有効断面Bが考えられる(図6)。

ここで、等辺山形鋼における板厚t、辺の長さd、ボ

ルト孔欠損妙、使用鋼材の引張強さ σII、および第一

既存ボルトから連結ボルトまでの距離xを用いれば、

有効断面A、 B における破断耐力APll、 ~ll は、それぞ

れ次式で表せる。

[有効断面AJ
APll = t. (2d -t -O) σu ・・・(1)

[有効断面BJ
BPll = t.(ll σ1l*+2・12σll) ・・・ (2)

有効断面破断耐力puは、補強後の(1)式と (2)式い

ずれか小さい方で決定する。

九 =min {APll，BPU} …(3) 

dl 11 

よート ， ， 目二~ t

LJ 
6 

図5 鉦補強山形鋼1..，...-l.--"ける有叫r&.c
六官T附 J'"トU 桜町 V ィ、JV}  '"，，)'円 乃ノリ恒例

有効断面 A 有効断面 B

展開

x x 

。
|/ 2出 し し 2d-t し

(心 欠損部考慮なし (b)欠損部考慮あり

図6 補強後の有効断面
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なお、破断線と荷重軸がβの角度をもっ斜方線につ

いては、組み合わせ応力を考慮、した引張強さcrを

用いる九

σll* = ~1 + sin 2 s号 ω

算出 した有効断面破断耐力APll、 ~llおよびpu と、第

一既存ボルトと第一連結ボルトの距離 xとの関係を

図7に示す。(1)式と (2)式の交点が有効断面が変化す

る境界であり、連結ボルトが境界より前方のときは

A断面にて、後方のときはB断面にて耐力が決定す

る。本実験では異なる有効断面破断が生 じるよう、

境界を跨ぐ範囲で x=30、90mmの試験体を選定し

た。また、後方においても式の適用を確認するため

x=-30の試験体も用意した。

3.4 試験体とパラメーター

試験体接合部の詳細を図8に、試験体一覧と接合

部耐力の計算値を表2に示す。表2の補強ありのは

しぬけ破断とボルト破壊耐力計算値は、既存ボルト

と補強ボルトの合計本数に基づいて算出した。試験

体は、既存ボルトの本数と位置、連結ボルトと補強

ボルトの位置、補強材の長さを変化させた。

試験体は、 x=30になるよう既存ボルトの第lボル

トの半ピッチ前方に連結ボルトを配置し、かつ既存

ボルトの第2ボルトと同じ位置に第一補強ボルトを

配置したものを標準型(図8(巴)、 (h))とする。また、補

強ボルトを2ピッチ後方に配置したものをロング型

(図8(c))、既存ボルトと補強ボルトの位置と本数が

同じものを対称型(図8(i))と呼び、いずれもx=30と

なる。その反対に、 x=-30になるよう連結ボルトを

lピッチ後方に配置したものをコンパクト型(図8

(f) )、さらに、 x=90になるよう連結ボルトを lピッ

チ前方に配置したものを前方型(図8(d)、(g))と呼ぶ。

試験体は3体を含む 14体を用意した。

後方

(1)式

350，P[凶 1 I 

300 

13)式 l 無補強i 250 
ーー→ーーーーーー ーーーーーー寸ーーーーーーーーーーー ー寸ー -3本

i_ ___2.虫色 一一一一一_.-1一一一一一一一一一一一 十 2本

30 。 30 60 
A A 境 A x[mm] 
C，L N，S 界 F

図7 試験体の選定
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既存の接合部構成

試験体 e 
断面 ボルト

[mmJ 

175-3 

175-3C 

一I75-3N L75x6 3-M16 30 

175-3F* 

I75-3Lホ

175-2 

I75-2N L75x6 2-M16 30 

175-2F 

II75-3 

II75-3F L75x6 3-M16 30 

II75-3L 

II75-2S 

II75-2N L75x6 2-M16 40 

II75-2F 

(a) 75-3 (無補強)

30 60 90 60 30 

(d) 75-3F (前方型)

30 60 90 60 30 

(g) 75-2F (前方型)

表2 試験体一覧と接合部耐力の計算値

補強の接合部構成

e x[mr吋
断面 ボルト

[mmJ 

30 
L75x6 2-乱116

30 
L75x6 2-乱116

30 
L75x6 2-M16 

L75x6 2-M16 30 

30 or 40 

(b) 75-2 (無補強)

30 60 30 60 30 

(e) 75-3N (標準型)

30 60 30 60 30 

(h) 75-2N (標準型)

。
-30 

30 

90 

-30 

。
30 

90 

。
90 

-30 

30 

30 

90 

図8 試験体接合部の詳細
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"，Pu[kNJ 

筋かい有効断而 はしぬけ ボノレト破壊

237 

293 

293 

333 

293 

198 

293 

333 

237 

333 

293 

293 

293 

333 

238 272 

396 454 

158 182 

317 
363 

317 

238 272 

528 454 

422 363 

30 60 90 60 30 

(c) 75-3L (ロング型)

30 60 60 

(f) 75-3C (コンパクト型)

40 60 3030 

30 or 40 

(i) 75-2S (対称型)
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4. 実験結果と考察

4 .1 荷重一変形関係と破断状況

実験より得られた接合部の荷重一変形関係を図9

に、破壊形式を図10に示し、これら実験結果を表3

にまとめる。図9中、第一既存ボルトにおける有効

断面破断を・、第一連結ボルトにおける有効断面破

(a) )。一方、補強を施すと第一既存ボルトに亀裂が

発生して破断に至る場合(図10(a) )と、第一連結ボル

トに亀裂が発生し破断に至る場合(図10(b))とがあっ

た。

最大耐力については、無補強では225、220kNで

あったのに対して、標準型で251kN、コンパクト型

断を・、既存材のはしぬけ破断を口にて示す。また、 で257貯4、前方型で293貯4、ロング型で268貯4となっ

試験対象でない上側の接合部の溶接部分周辺から破 た。 それぞれ無補強からの耐力上昇は、 26~68廿4

断したために、途中で載荷を中断した時点は×にて ( 1l .5~30.2%) である。 この中で、連結ボルトを前方に

示している。なお、高力ボルトのすべりが発生した 配置させた前方型の耐力上昇がもっとも大きく、破

部分を図から削除し、初期すべり発生点をOで示し 壊状況も第一連結ボルトから亀裂が生じており、既

ている。また、図中の灰色線は無補強の試験体であ 存ボルト孔に関係なく、破壊面が決まっているもの

り、既存ボルトの本数ごとに比較する。 と考えられる。

【ボルト 3本シリーズ(I期、E期)】 【ボルト 2本シリーズ (I期)】

途中で載荷を中断した試験体を除いた既存ボルト 既存ボルト2本の I期では、はしあき距離を3加盟1

3本シリーズは、無補強は第一既存ボルト近傍に亀 としており、無補強の場合にはしぬけ破断に至って

裂が発生して、有効断面破断に至っている(図 10 いる(図10(c) )。また、補強後についても、既存材の

300ァ P[kN] I@由/¥@/~ 、 [凶 ] 時::j30]P[cιI壬李白
200十 ~寸ベ 200 200 

100f - '" E期
100 

¥ I期
δ[mm] 

I期
δ[mm] δ[mm] 無補強。 。 O r------l 。 10 20 30 。 10 20 30 。 10 20 30 

(a) 75-3 (無補強) (b) 75-2 (無補強) (c) 75-3L (ロング型)

』豊 瑚P[kN] 世珊f P[kN]~叶

MWベ湖、 200 

E期

100-+1' '¥ 1M 100 I期 100 

o[mm] 
無補強

o[mm] 。|帥虫 o[mm] 。。 10 20 30 。 10 20 30 。 10 20 30 

(d) 75-3F (前方型) (e) 75-3N (標準型) (f) 75-3C (コンパクト型)

300ァ P[凶 ] --tt 300T P [kN] ll/yJ 
300T P [kN] 

意ゴ
， 

E期 ~ ¥ 
200t ，(γ ¥ 200 200 

Y骨宵

守 :(1∞
I期 主

100 -If ，.，ι 100 

無補強
δ[mm] δ[mm] δ[mm] 。 。。 10 20 30 。 10 20 30 。 10 20 30 

(g) 75-2F (前方型) (h) 75-2N (標準型) (i) 75-2S (対称型)

図9 接合部の荷重変形関係
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とすることにより、すべて有効断面破断に至った。 有効断面破断に至った試験体については、いずれの

ただし、前方型は第一連結ボルトに亀裂が発生して 実験結果も概ね(5)式と対応しており、補強後の有効

破断に至り、その他は第一既存ボルト近傍に亀裂が 断面破断耐力の評価方法として妥当であると言える。

発生して破断に至っている。 また、第一連結ボルトが後方30=の位置に配置さ

最大耐力については、標準型で255kN、前方型で れていても、本評価式との対応は良好である。ただ

299kN、対称型で260kNとなり、それぞれ175-2の無 し、 X が -30~+9伽m を超える範囲や断面が異なる

補強(135貯..r)に対して 125、164、120貯4の耐力上昇が 場合の適用については追加検証が必要である。

みられた。無補強の2倍近くまで耐力が上昇してい 4.3 突出脚有効率による保有耐力接合の検討

るが、最終的な最大耐力は75-3シリーズと同程度で 最後に、保有耐力接合の条件について検討する。

あった。 実験より得られた突出脚有効率を、その必要値と併

4. 2 補強後の有効断面破断耐力の評価式

3.3節にて想定した有効断面における破断耐力と実

験結果を比較し、耐力評価式を検討する。(3)式と実

験における最大耐力との比較を図11に示す。図中の

実験結果は破断位置によってプロットの種類を変え、

第一既存ボルトにおける有効断面破断を・、第一連

結ボルトにおける有効断面破断を・、はしぬけ破断

を口、載荷を途中で中断したものを×で表している。

実験結果は、いずれも (3)式と傾向は一致するもの

の、計算値をおおよそ41kN程下回っている。既往の

実験的においても有効断面破断時の突出脚有効率は、

はしぬけ破断(図10(c) )に至った。

最大耐力については、標準型で251kN、前方型で

270kNとなり、それぞれ無補強(135kN)に対して

116kN、 135kNの耐力上昇がみられた。最終的な破壊

は補強前後で変化なく、既存材のはしぬけ破断で

あったため、耐力上昇は主として補強材の応力負担

によるものと言える。

【ボルト 2本シリーズ (II期)】

既存ボルト2本のH期では、はしあき距離を4伽m

表3 実験結果一覧

~IPU[凶]
expPu 試験体 筋かい

Yexp 
破壊形式

有効断面
は lA'，け ボノレ卜破壊 [kN] H 

175-3 237 238 272 225 0.46 

175-3C 293 257 0.62 (a) 

175-3N 293 251 0.59 
396 454 

175-3F* 333 267 0.67 
中断

175-3L* 293 260 0.63 

175-2 198 158 182 135 。∞3

175-2N 293 317 252 0.59 (c) 
363 

175-2F 333 317 271 0.69 

1175-3 237 238 272 220 0.43 (a) 

1175-3F 333 293 0.80 (b) 
528 454 

1175-3L 293 268 0.68 (a) 

1175-2S 293 260 0.63 

422 363 
(a) 

1175-2N 293 255 0.61 

1175-2F 333 299 0.83 (b) 

最大でも 0.8~ 0.9 程度であり、突出脚の 1~2割は

最大耐力時の有効断面に算入できないことが分かる。

したがって、 (3)式との差は、この不可避な無効突出

脚長さの影響であると考えられる。そこで、ここで

は不可避な無効突出脚長さとして0.2dを考慮、し、補

強後の有効断面破断耐力の評価式として、次式を提

案する。

九 =min{APu， B九 }-O.2.d.t.O'u …(5)

(5)式による計算結果を破線にて図 11中に示す。

(a)既存ボルト孔における有効断面破断

(b)連結ボルト孔における有効断面破断

図10 破壊形式
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断耐力が第一連結ボルトの有効断面(図6(a))で決ま

るように補強材を取り付ける必要がある。

5. まとめ

本研究では山形鋼筋かいに対して乾式の補強方法

を提案し、補強効果を載荷実験により確認した。本

実験で得られた結果を以下にまとめる。

山補強材を連結ボルトを介して既存材に取り付ける

ことにより、いずれの試験体においても耐力上昇(補

強効果)が得られた。

[2J連結ボルトを第一既存ボルトより前方に配置する

ほど、補強後の耐力上昇が得られた。

[3J第一既存ボルトと第一連結ボルトの距離 xlこよっ

て決まる有効断面破断耐力を導き、実験結果に基づ

く不可避な無効突出脚部を考慮、した耐力評価式((5)

式)を提案した。

[4J保有耐力接合の条件を満たすためには、 (5)式にお

いて破断耐力が第一連結ボルトの有効断面(図6(a)) 

で決まるように補強材の位置を決める必要がある。

せて図12に示す。図中の実験結果に対する表現は図

11と同様である。また、鋼構造接合部設計指針1)の

ボルト本数で規定される突出脚有効率を臨線で示す。

ここで保有耐力接合を満たすのに必要な突出脚有

効率は、保有耐力接合の条件式を突出脚有効率につ

いて整理することで得られる九

y三(α.YRFー 1)・(2-L)+(l-11)
d' . d 

ここで、田F 鋼材の基準強度の降伏比

α:接合部係数(1.2)

また、突出脚有効率の実験値九pは、最大耐力puを

次式を用いて変換することで得られる。

PU .103 to 
p= 一一一一一(1_.!:...一一)

σu-(.d . d d 

本実験結果では、試験体75-2F、75-3F、すなわち

前方型と称した第一既存ボルトから第一連結ボルト

まで、の距離xを90=とした場合のみ、保有耐力接

合を満たしていることが分かる。したがって、保有

耐力接合の条件を満たすためには、 (5)式において破

• (6) 
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